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2. 測量及び地質・土質調査 

 

測量段階では、設計段階で作成する地形モデルの基となる 3 次元データを取得する。また、

地質・土質調査段階では、モデルを作成する時点までに行った成果を基に、地質・土質モデル

を作成することを基本とする。 

 

【解説】 

測量段階では、測量精度が必要とされる範囲を対象とし、設計段階で作成する地形モデルの

基となる３次元データを取得する。 

地質・土質調査段階では、モデルを作成する時点までに行った成果を基に、地質・土質モデ

ルを作成することを基本とする。なお、地質・土質モデルを活用する目的・用途を踏まえ、モ

デルの精度向上のために追加の地質・土質調査について、必要に応じて計画・実施することに

留意する。 
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2.1.  測量成果（３次元データ）作成指針 

 

農林水産省が発注する国営土地改良事業等の公共測量業務（航空レーザ測量、空中写真測

量、路線測量、現地測量等）において、それぞれの測量手法について規程・マニュアルにて

定める成果物に加え、3 次元データを作成する。 

【解説】 

測量段階で受注者が作成を行う土工分野における３次元データの基準を次表に示す。 

 

表 2-1 測量段階で作成する 3 次元データ 

  

項目 公共測量 

測量手法 

既成成果 

現地測量、地上レーザ測量、車載写真レーザ測量、UAV 写真測量、空中写真測

量、航空レーザ測量、地上レーザ点群測量、UAV 写真点群測量 

作成範囲 
土工部及びその周辺地形 

主要な構造物 

作成対象 地表面及び主要な構造物 

地図情報レベル

（測量精度） 

地図情報レベル 250,500,1000,2500 

点密度 

（分解能） 

各測量手法は、位置精度、点群密度、経済性、樹木伐採の必要性等、得手不得手が

あることから、目的に応じて測量手法の使い分けや、組合せが必要である。また、

面的な３次元計測手法では、コントロールポイントとなる境界線、構造物のエッジ

等でピンポイントでの測量には向かないため、従来から存在する TS 手法等を組み

合わせる必要がある。 

よって、設計段階におけるレベル詳細度に合わせて使用する計測技術と合わせて

点群密度を設定する。 

保存形式 CSV 又は LAS 形式 

保存場所 /SURVEY/CHIKEI/DATA 

要領基準等 

機器及び作業方法に関する特例として農林水産省測量作業規程 16 条の適用によ

り以下の要領等に従い実施する。なお、各要領については最新版を利用すること。 

※1：LidarSLAM 技術を用いた公共測量マニュアル 

※2：i-Construction 推進のための３次元数値地形図データ作成マニュアル 

※3：UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案） 

※4：車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアル 

※5：航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル 

※6：三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案） 
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項目 公共測量 

備考 

※1：LidarSLAM 技術を用いた公共測量マニュアルは、LidarSLAM 技術を用い

たレーザスキャナを使用したオリジナルデータの作成及び点検方法と、オリ

ジナルデータを編集して作成するその他の成果（グラウンドデータ、グリッ

ドデータ、等高線データ、数値地形図データ）の作成について、作業手順等

を定めている。 

※2：i-Construction 推進のための 3 次元数値地形図データ作成マニュアルは、無

人航空機(UAV)写真測量による空中写真や、UAV レーザ測量による 3 次元

点群データを用いて地図情報レベル 500～1000 の 3 次元図化を行う場合

の、精度確保のための工程や全体の作業手順等を定めている。 

※3：UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）は、UAV 搭

載型レーザスキャナを用いて測量を行う場合の、精度確保のための工程や全

体の作業手順等を定めている、一方、機器によって性能や個体差が異なるこ

とから、測量に使用する前に、機材の特性や作成されるデータの品質を確認

することが必要である。 

※4：車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアルは、車載写

真レーザ測量システムを用いて三次元点群測量を行う場合の、精度確保のた

めの工程や全体の作業手順等を定めている。 

※5：航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアルは、航空レーザ測深機を用い

て測量を行う場合の、精度確保のための工程や全体の作業手順等を定めてい

る。 

※6：三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）は、三次元点群デ

ータから地形モデルを作成し、 任意の位置の断面図を作成するための標準

的な測量方法を定めている。 
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【活用事例】 

土工の基本設計及び実施設計での利用を目的として、UAV 写真点群測量（図 2-1）及び地上

レーザ点群測量（図 2-2）により、3 次元点群を作成した。 

本事例の特徴として、UAV 写真点群測量で取得が困難な高架下を地上レーザ点群測量で取得

を行った。また、詳細度 300 に対応できるように、地図情報レベル 500 の 3 次元点群とし、3

次元点群の点密度については、UAV 写真点群測量約 40 点/ｍ2、地上レーザ点群測量約 6,500 点

/ｍ2程度のデータを用いて行った。 

 

 

図 2-1 UAV 写真点群測量の例 

 
図 2-2 地上レーザ点群測量の例 
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図 2-3  UAV 写真点群測量と地上レーザ点群測量の合成した例 
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2.2. 地質・土質モデル作成指針 

 

設計、施工等に必要な地質・土質調査を実施するとともに、受発注者協議において決定し

た内容に基づき、地質・土質モデルを作成する。 

 

【解説】 

受発注者協議では、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果とともに、以

降に示す地質・土質モデルの活用目的と作成指針を参考に、地質・土質モデルの作成有無・作

成範囲、作成対象のモデル、保存形式を決定するものとし、必要に応じて作成対象とするモデ

ル種別を協議・選定する。 

 

 

（１）地質・土質モデルの活用目的 

各段階の地質・土質調査の目的・内容と、地質・土質モデルの主な活用目的を表 2-1 に示

す。 

各段階で利用可能な BIM/CIM モデル、地質・土質モデルを 3 次元空間に配置することで、

相互の位置関係の把握が容易になり関係者協議の円滑化が期待できるとともに、各段階の地

質・土質上の課題や地質・地盤リスク（※）を関係者間で共有する等の措置を講じることで、

対策検討に関わる意志決定の迅速化等の効果が期待できる。 

ただし地質・土質モデルは、使用された地質・土質情報の種類、数量及びモデル作成者の

考え方など様々な条件に依存し、不確実性を含んでいるモデルであるため、作成・活用にあ

たっては、不確実性の程度やその影響について、関係者間で共有・引き継ぎを行う必要があ

る。なお、このような不確実性の取り扱いについては『土木事業における地質・地盤リスク

マネジメントのガイドライン』が参考となる。 

 

（※）地質・地盤リスク：当該事業の目的に対する地質・地盤に関わる不確実性の 

影響。計画や想定との乖離によって生じる影響。 

https://www.pwri.go.jp/jpn/research/saisentan/tishitsu-jiban/iinkai-guide2020.html 

 

【参考】土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン：国土交通 

省大臣官房技術調査課・国立研究開発法人 土木研究所・土木事業における地質 

地盤リスクマネジメント検討委員会 
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表 2-2 地質・土質モデルの活用目的【道路土工の例】 

段階  
地質・土質調査の目的・内容  

地質・土質モデルの主な活用目的  
目的  内容  

概略設計の

ための調査 

・路線選定のための広

範囲で大局的な調査  

［机上調査］  

①資料収集  

②資料整理  

③地形判読  

［現地調査］  

①現地踏査  

・地形・地質・土質概要の把握と問題点の抽

出 

①地形・地質調査（文献、地形・地質図、

空中写真他）  

②災害履歴調査  

③被害想定資料調査  

④既往地盤調査資料の調査  

⑤地下水，自然環境調査  

⑥現況の切土，盛土の状況把握 

・予備調査計画立案  

予備設計た

めの調査  

構造形式、施工法検討

のための全般的な調

査  

［机上調査］  

①資料収集  

②資料整理  

③地形判読  

［現地調査］  

①現地踏査  

②原位置調査・試験  

（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、検層等）  

③室内試験  

・地質（地層）構成の把握  

・地盤の挙動の把握  

・各地質（地層）の物性値概略把握  

・詳細調査計画立案  

・地下水状況調査  

・環境関連調査  

詳細設計の

ための調査 

細部構造検討及び施

工法決定のための密

度の濃い調査  

①現地踏査  

②探査・原位置調査（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ、検層） 

③室内試験 

④地下水関連調査 

・地質（地層）構成の設定  

・地盤の挙動の把握  

・各地質（地層）の設計用定数値の設定  

・地下水位等の施工法決定に係わる条件の設

定  

・補足調査計画立案  

補足調査  構造細部検討でまだ

不足するものや、工費

縮減を図るための調

査  

同左に加え、特殊調査・試験  ・地質（地層）構成の設定  

・各地質（地層）の設計用定数値の設定  

・地下水位等の施工法決定に係わる条件の設

定  

・施工時及び維持管理段階調査計画立案  

施工時調査 設計時の調査では不

十分で、設計条件の確

認及び施工管理用に

用いるための調査  

同左に加え、観測及び計測調査   

維持管理時

調査  

維持管理において必

要とされる調査  

①現地調査  

②原位置試験  

③観測・計測  

④室内試験  
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（２）地質・土質モデルの作成指針 

土工における地質・土質モデルの作成指針を次に示す。 

地質・土質モデルは、モデルを作成する時点までに行った地質・土質調査の成果を基に作

成する。作成した地質・土質モデルには推定を含むことや、設計・施工段階へ引き継ぐべき

地質・土質上の課題について、「BIM/CIM モデル作成 事前協議・引継書シート」（巻末参考

資料参照）へ必ず記録するとともに、「３次元地質・地盤モデル継承シート」（「NN ガイドラ

イン（案）第１編 共通編 第３章 地質・土質モデル」参照））なども活用し、継承するも

のとする。 
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表 2-3 地質・土質のモデル作成指針【道路土工の例】 

段階 ２次元成果等 モデルの作成対象・作成内容 モデルの主な活用場面 

概略設計
のための
調査  

・地質（平面）図  
・各種ハザードマップ  
・基盤地図情報数値標高モデル

5m/10mメッシュ  
・地すべり  
・活断層マップ  
・法令指定等区域の確認結果  

必要に応じて、以下を作成する。  
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図）  
・座標を有するテクスチャモデルとする。  
・必要に応じて地すべり分布図等を貼り付ける。  

・路線選定検討  
・関係者間協議  
・住民説明  
・後続調査計画立案  

予備設計
のための
調査  
(1/5000 

～ 
1/2000) 

・地質（平面）図  
・空中写真判読図  
・ボーリング柱状図  
・物理探査結果  
・地質縦断図  
・地質横断図  
・基盤地図情報数値標高モデル

5m/10mメッシュ  
・中心線形  
・航空レーザ測量図  
・化学分析（土壌・水質）  
・水文調査（水位状況）  

以下を基本に、必要に応じてモデルを作成する。  
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図） 

空中写真判読結果も表示する。  
②ボーリングモデル  

打設位置/方位角/打設角等を正しく表示する。  
③準３次元地質断面図 ＊縦断図  

中心線形を通る鉛直曲面に、縦断図を貼り付け
る。  

④準３次元地質断面図 ＊横断図  
・中心線形を通る鉛直曲面に、直交に横断図を貼
り付ける。  

・必要に応じて物理探査結果も併せて表示する。

・路線検討（変更等）  
・関係者間協議（地質リス
クの抽出・絞込み・評価）

・住民説明  
・詳細調査計画の立案  
・環境保全計画  
・景観の概略検討  
・地下水対策の検討  

詳細設計
のための
調査  
(1/1000 

～ 
1/200） 

・ボーリング柱状図・  
・地質（平面）図  
・物理探査結果  
・中心線形  
・地質縦断図  
・地質横断図  
・基盤地図情報数値標高モデル
5m/10mメッシュ  
・航空レーザ測量図  
・材料調査結果  
・水文調査結果  

以下を基本に、必要に応じてモデルを作成、又は更
新する。  
①テクスチャモデル（準３次元地質平面図）  

空中写真判読結果も表示する。  
②ボーリングモデル  

打設位置/方位角/打設角等、正しく表示する。  
③準3次元地質断面図 ＊縦断図  

・中心線形を通る鉛直曲面に対し、縦断図を貼り
付ける。  

・設計・施工上の留意点等を記載した帯図を、必
要に応じて付ける。  

④準３次元地質断面図 ＊横断図  
・中心線形を通る鉛直曲面に、直交に横断図を貼
付ける。  

・必要に応じて物理探査結果も併せて表示する。
⑤盛土沈下、切土安定性、地すべり、重金属分布な
ど目的と必要性に応じて３次元モデルを作成す
る  

・施工方法の検討  
・関係者間協議（地質リス
クの評価・共有）  

・住民説明  
・補足調査計画の立案、  
・工事施工計画立案  
・施工時に想定される地
質リスク抽出  

・安定検討  
・環境影響評価  
・将来計画の調整  
・盛土切土などに応じた
設計  

施工  追加調査等を実施した場合、必要に応じてモデルを更新する。  工法変更、安全対策討、関
係者間協議、追加調査の検
討  

（参考） 
維持管理  

施工記録に基づき、地質・土質モデルを発注者が更新する。  変状等に対する原因究明、
調査・計測計画の立案、対
策工検討  
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出典：CIM 対応三次元地盤モデル委員会 第３回委員会資料 

図 2-1 河川堤防（堤防地質縦断図、横断図、ボーリング 

   （推定・解釈））の準３次元地盤モデルの表示例 
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